
　第９３代内閣総理大臣に就任した民主党の鳩山由紀
夫代表は９月１６日、組閣を実施。総選挙でマニフェ
ストに明記していた後期高齢者医療制度の廃止や療
養病床削減計画の凍結などを扱う厚生労働大臣に長
妻昭政調会長代理を充てた。
　長妻新厚労相は９月１７日未明、首相官邸での会見
で「後期高齢者医療制度の廃止はマニフェストに明
記している。年齢で区分して医師にかかりやすい人
を１つの保険制度に入れるのは無理がある」と述べ、

廃止する考えをあらためて示した。また、厚労省の
政策決定に関して「議論の途中過程も含めて、でき
る限り正直に国民にお教えし、理解を逐一得るよう
な意思決定を積み重ねていきたい」と述べた。その
上で「社会保障に正解はない。１人１人の意見を聞
きながら、より良い制度に常につくり変えていく姿
勢が大事」とした。
　政府は９月１８日、厚生労働省の副大臣に長浜博行
参院議員と細川律夫衆院議員、大臣政務官に山井和
則衆院議員と足立信也参院議員を充てる人事を決め
た。
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今月の主な動き

協
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場　　所開始時間行　　　事

みやづ歴史の館
　“まるごと保険医協会デー”

１２月５日土 午後２時　　　　　　　　　　①公費負担医療説明会
午後４時１５分　　　　　　　　　　②中級従業員マナー研修会

府医師会館３０５午後２時　文化講習会「クリスマスリースを作ろう」１２月１０日木
府医師会館３０５午後２時３０分　新規開業医のための基礎講習会１２月１２日土
乙訓休日応急診療所３Ｆ会議室午後２時３０分　乙訓医師会との懇談会１２月１４日月

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲35～37ページ

場　　所開始時間行　　　事
伏見医師会館午後２時３０分伏見医師会との懇談会２日月
相国寺内午後２時第６回文化講座３日（祝・火）
府医師会館４０４－４０６午後２時３０分中京東部・中京西部医師会との懇談会４日水
ホテル日航プリンセス京都午後２時下京東部医師会との懇談会５日木
府医師会館３０５午後２時保険審査通信検討委員会６日金

京都ブライトンホテル
昼食会：午後１時３０分　

北医師会との懇談会
　懇談会：午後２時３０分　

１１日水
未定午後２時３０分医療制度検討委員会
未定午後２時医院・住宅新（改）築相談室
京都ブライトンホテル午後４時３０分外科診療内容向上会１４日土
新・都ホテル午後２時金融共済委員会１８日水
未定午後１時ファイナンシャル相談室

１９日木
未定午後２時法律相談室
未定午後２時雇用管理相談室
京都ブライトンホテル午後２時３０分上京東部・西陣医師会との懇談会
府医師会館４０４－４０６午後３時第６３１回社会保険研究会２１日土
シルクホール午後６時３０分秋葉忠利広島市長講演会

２５日水
未定午後２時経営相談室
四条烏丸ウエストビル第３会議室午後２時３０分医療事務担当者向け講習会２６日木
集合：JR保津峡駅改札口午前９時環境ハイキング２９日日
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厚労相に長妻氏「後期高齢者医療制度は廃止」
／民主・鳩山内閣が発足
　民主党の鳩山由紀夫代表は９月１６日、第１７２回特別
国会で首相指名を受け第９３代内閣総理大臣に就任し
た。鳩山首相は同日、組閣を実施。８月末の総選挙
でマニフェストに明記していた後期高齢者医療制度
の廃止や療養病床削減計画の凍結などを扱う厚生労
働大臣に長妻昭政調会長代理を充てた。
　長妻新厚労相は９月１７日未明、首相官邸での会見
で「後期高齢者医療制度の廃止はマニフェストに明
記している。年齢で区分して医師にかかりやすい人
を１つの保険制度に入れるのは無理がある」と述べ、
廃止する考えをあらためて示した。
　長妻氏は厚労省の政策決定に関して「議論の途中
過程も含めて、できる限り正直に国民にお教えし、
理解を逐一得るような意思決定を積み重ねていきた
い」と述べた。その上で「社会保障に正解はない。
１人１人の意見を聞きながら、より良い制度に常に
つくり変えていく姿勢が大事」とした。
　厚労省の体質に対しては「たまった膿を出してい
く。その後に厚労省を立て直す。国民から尊敬され
る厚生官僚が何人も出てくるような組織に生まれ変
わらせることも私の任務と考えている」と述べた。
　また、衆院選を振り返り「社会保障の現場から、
助けてほしいという悲鳴にも似た声を聞いた。これ
を脳裏に刻んで職責を全うしたい」と意気込みを語
った。（９/１７MEDIFAXより）
【厚生労働大臣の略歴】
　長妻昭氏（ながつま・あきら）　慶應義塾大学法学
部法律学科卒。日本電気社員、日経ビジネス誌記者。
49歳・当選４回・衆院東京７区

厚労大臣政務官に山井・足立両氏／「チーム
長妻で一丸」
　政府は９月１８日の持ち回り閣議で、厚生労働省の

大臣政務官に山井和則衆院議員と足立信也参院議員
を充てる人事を決めた。山井、足立両氏と長妻昭厚
生労働相の３人は民主党が野党時代に党の厚生労働
部門会議で社会保障政策を共に議論してきた間柄。
両氏は「厚労行政は問題山積で責任が重大だ」と述
べ、長妻厚労相を支えて社会保障を立て直したいと
の意欲を示した。
【厚生労働大臣政務官の略歴】
　山井和則氏（やまのい・かずのり）　京都大大学院
工学研究科修了。松下政経塾入塾（７期生）５年間
在塾。大学講師。党ＮＣ厚労副大臣。４７歳・当選４
回・衆院京都６区
　足立信也氏（あだち・しんや）　筑波大医学専門学
群卒業。医学博士（筑波大）。筑波メディカルセンタ
ー病院診療部長。党政調副会長（厚労担当）。５２歳・
当選１回・参院大分県
（９/２４MEDIFAXより）

厚労副大臣には長浜（医療・介護）・細川（労働）
両氏
　政府は９月１８日の閣議で、長浜博行参院議員と細
川律夫衆院議員を厚生労働副大臣に決定した。医療、
介護、年金、社会保障などの分野を長浜氏が担当し、
労働関係の分野を細川氏が担当する方針だ。長妻昭
厚生労働相は「チームで厚生労働省のマネジメント
に当たっていきたい」としている。
　また、同日の衆院本会議では衆院常任委員長の選
任も行われ、厚生労働委員長に藤村修衆院議員が決
まった。
【厚生労働副大臣の略歴】
　長浜博行氏（ながはま・ひろゆき）　早稲田大政治
経済学部卒。民主党「次の内閣」ネクスト環境大臣、
同国土交通大臣などを歴任。５０歳、東京都出身。参
院千葉、当選１回（衆院４回）。
　細川律夫氏（ほそかわ・りつお）　明治大法学部卒。
弁護士。衆院環境委員長、民主党「次の内閣」ネク
スト法務大臣などを歴任。現在、党非正規労働問題
プロジェクトチーム座長、党死因究明制度小委員会
座長。６６歳、高知県出身。衆院埼玉３区、当選７回。
（９/２４MEDIFAXより）

国家戦略室・行政刷新会議を設置
　政府は９月１８日の閣議で、予算の骨格を策定する
国家戦略室、財政支出の無駄を排除する行政刷新会
議の設置を決めた。
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　閣議では、国家戦略室長に民主党の古川元久衆院
議員を充てる人事も決定。菅直人国家戦略担当相は
同室の組織・人員を拡充するとともに、法的設置根
拠のある「国家戦略局」に改組するため、関連法案
の準備を急ぐ。
　行政刷新会議は首相が議長、仙谷由人行政刷新担
当相が副議長を務め、予算の無駄遣いを洗い出すこ
とにより、財源確保を図る。（９/２４MEDIFAXより）

「マニフェストは国民からの命令書」／長妻
厚労相が初登庁
　鳩山新内閣で厚生労働相に就任した長妻昭氏が９
月１７日、初登庁した。職員を前にした訓示で、民主
党マニフェストに基づく政策推進に意欲を示すとと
もに、現状把握の重要性を強調。厚労省の信頼回復
に向けて一丸で取り組む姿勢を求めた。２０１０年度に
控える診療報酬改定や、第２波の襲来が懸念される
新型インフルエンザ対策など、医療をめぐる喫緊の
課題が山積する中での船出となる。
　「政権が交代した今、民主党のマニフェストは国民
と政府の契約書、あるいは国民からの命令書。熟読
し、どうすれば実行できるか知恵を絞ってほしい」
　職員を前にした訓示で長妻厚労相は、スーツのポ
ケットから取り出した党のマニフェストを掲げ、こ
れに基づいた政策を推し進める姿勢を強調した。
　マニフェストでは「医師・看護師・その他の医療
従事者の増員に努める医療機関の診療報酬（入院）
を増額する」とし、これを含めた医療再建の費用と
して９０００億円を確保する考えを打ち出している。１０
年度診療報酬改定で全額が次期改定の国費財源とな
った場合、１０％以上のプラス改定となる試算も成り
立つ。
　ただ、医療保険者や経済・労使団体からは厳しい
経済情勢を背景に「次期診療報酬改定で保険料を引
き上げて大幅増額する状況にはない」との意見が強
い。経済団体などと折り合いをつけ、予算編成でど

れだけプラス改定の財源を捻出できるかが焦点とな
る。（９/１８MEDIFAXより）

後期高齢者医療制度の廃止「４年以内に実現」
／長妻厚労相
　後期高齢者医療制度廃止について長妻昭厚生労働
相は９月２５日、会見で「政権を担わせていただく１
期４年の中で、これを実現していこうということだ」
と述べ、４年の任期内に実現する方針を示した。
　廃止後の制度設計について、長妻厚労相は「いっ
たん元に戻して、その後、新しい制度に移行するの
か、あるいは今の制度からきちんと制度設計しなが
ら新しい制度にそのままいくのか、大きく言えば２
つ３つの選択肢がある」と述べ、混乱が起きないよ
う制度変更を行うとした。
　制度変更の検討の場については「三役会議の５人
だけで決めるわけではない。幅広く意見をお伺いす
るような仕組みは必要だ」と述べ、既存の審議会で
議論することも含め、どのような枠組みで議論する
か検討していくとした。（９/２８MEDIFAXより）

老健制度に戻せば混乱生じる／後期高齢者で
長妻厚労相
　長妻昭厚生労働相は９月１７日、初登庁後に省内で
会見し、民主党がマニフェストで廃止を約束した後
期高齢者医療制度について「廃止して元に戻して、
また、別の制度にすると混乱が起きる可能性がある」
と述べ、いったん老健制度に戻す方法には難色を示
した。
　その上で「廃止して速やかに新しい制度に移行す
れば１つのステップで済む」と述べ、それぞれの方
法のメリットとデメリットを検討したいとした。制
度改正の時期については「めどは早急に付けたいが、
まずは現状把握に努め、検討の結果を見ていきたい」
と述べるにとどめた。（９/１８MEDIFAXより）
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【９月】◆米が「核なき世界」へ決議案（１２日）◆経団連、温室ガスで民主に要望（１４日）◆鳩山新内閣 閣僚名簿を発表（１６日）◆前
原国交相「八ッ場ダム中止」（１７日）◆障害者自立支援法の廃止表明（１９日）◆荒船山の遺体 クレヨンしんちゃん作者の臼井さんと確
認（２０日）◆首相 国連で「２５％削減」表明（２２日）◆全精社協の元職員 横領で逮捕（２４日）◆自民党新総裁は谷垣氏に決定（２８日）
◆スマトラ島沖でＭ７.９の地震（３０日）【１０月】◆官僚答弁原則禁止へ 小沢氏（２日）◆亀井氏 郵政経営陣に退陣促す（３日）◆中川昭
一元財務相が死亡（４日）◆ドラム缶遺体で６人を逮捕（６日）◆大麻所持 京都の高校生逮捕（７日）◆ノーベル平和賞にオバマ大統
領（９日）◆広島・長崎五輪招致を表明（１１日）

（２００９年９月１２日～１０月１２日） 



税制要望、各省政策会議が聴取へ／新政府税
調が初会合
　民主党政権による初の政府税制調査会（会長＝藤
井裕久財務相）が１０月８日、官邸で開かれた。これ
まで政府と党にそれぞれあった税調を一本化し、委
員を各府省の副大臣ら国会議員だけで構成して政治
主導による税制改正を行う。日本医師会など関係団
体からの要望は、各府省の副大臣が各省の「政策会
議」などを通じて調整する。租税特別措置の見直し
を含め政府税調は税制改正の年内編成を目指す。
　鳩山由紀夫首相は会議冒頭、「税の議論こそ政治家
が真剣に行わなければならない最大のテーマ。政府
税調が議員で構成されていることはまさに画期的
だ」と述べ、政治主導で公正公平な議論を進めてい
くとした。
　民主党は旧政権の党税調について「一部の議員が
幅をきかせ、業界団体の利害調整に当たっていた」
として問題視してきた。このため党税調をなくし政
府税調に一本化した。会長は財務大臣、会長代行に
は総務大臣、国家戦略担当大臣が就いた。厚生労働
省の税制担当は長浜博行副大臣が務める。
　峰崎直樹財務副大臣はこの日の会議で「副大臣は
各省政策会議などを通じて、与党、主幹団体との調
整に責任を持っていただきたい」と述べた。また、
「査定側の気概を持って調整に当たってもらいたい」
とも述べ、団体の利益代弁ではなく、中立的な立場
で聞き取りを行うよう求めた。
　各府省の税制担当副大臣は１０月３０日までに税制改
正要望の見直し案をまとめ、税調に提出する。減税
を要望する場合には、財政規律の観点から減税に見
合った財源案と合わせて提出する。
●租特の見直し、１１月中旬までに論点整理
　一部の納税者の税負担を軽くする租税特別措置
（租特）については、税調の下にプロジェクトチーム
を設置して見直し作業を進める。財務、総務の各副
大臣と政務官をメンバーにして１１月中旬までに論点
整理を行う。民主党は租特の見直しなどで２.７兆円の
財源を捻出することをマニフェストに掲げている。
租特が既得権化している点もあるとしてゼロベース
で見直し、不必要な税制優遇を廃止する考えだ。
　藤井会長は「予算は年内編成するとはっきり言っ
ている。従って側面の税制も年内編成をお願いした
い」と述べ、年内に税調としての結論を出すとした。
　鳩山首相が同日、税調に示した諮問によると▽税
と社会保障制度の適正な運営のための番号制度やそ

の執行体制▽適正な課税を推進するための納税環境
整備▽健康に対する負荷を踏まえた酒税・たばこ税
の課税─などを検討課題に挙げている。
（１０/９MEDIFAXより）

地域医療再生、７５０億円削減／補正見直し、
オンラインは９４億円減
　政府の２００９年度補正予算見直しで、長妻昭厚生労
働相は１０月９日、厚生労働省分として計上されてい
た地域医療再生基金（３１００億円）のうち７５０億円、レ
セプトオンライン請求をする医療機関などを支援す
る事業（２９１億円）のうち９４億円などの執行を停止す
る方針を明らかにした。厚労省の新たな執行停止は
８５４億円で、すでに執行停止の方針を示していた分と
合わせると５２１３億円の削減となる。今回の執行停止
について長妻厚労相は「次期診療報酬改定で十分に
地域医療に資する対応を行うことが前提」と述べ、
１０年度診療報酬改定の財源に振り替える可能性を示
唆した。
●診療報酬改定財源への振替えも示唆
　地域医療再生基金については、１０カ所に配分予定
だった１００億円規模の計画を見直し、各都道府県２カ
所に一律２５億円規模の事業を配分することにした。
長妻厚労相は「基金に代えて、例えば診療報酬など
で地域医療に手厚く充てる措置の方が有効と判断し
た」と述べた。
　ただ同基金の削減分７５０億円全額を診療報酬改定
の財源とするかどうかについては「診療報酬改定の
ほか、医学部定員増や地域・診療科での医師の偏在
の問題も含め、トータルで対応したいと考えている。
いずれかの原資に使うということで拠出した」と述
べた。
　レセプトオンライン請求に関しては「最終的には
１００パーセント（の医療機関で）レセプトオンライン
を実現したい」との私見を示したが、「強引に進めて
目標を達成できなくなっては元も子もない。補正予
算はオンライン請求義務化を前提に計上している」
と見直しの理由を説明した。
　地域医療再生基金は６日時点では全額確保する方
針としていた。しかし、政府の補正予算執行停止の
目標額３兆円に達しなかったため、再度、各省庁に
削減額の積み増しが指示されたのを受けて削減対象
となった。ほかに執行停止となったのは、医薬品等
の研究開発強化から６億７０００万円など。
　地域医療再生基金の減額について、山井和則厚生

京都保険医新聞２００９年（平成２１年）１０月２６日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７１４号

第１２４号６



労働政務官は同日の会見で「医療の無駄を削ったと
いうことではない。より効果的な使い道に変えよう
という趣旨」と説明した。（１０/13MEDIFAXより）

「小規模・高齢」はオンライン請求を免除／
厚労省が改正省令案
　厚生労働省は１０月９日、レセプト件数が少ない医
療機関や、常勤する医師らの全員が６５歳以上の医療
機関について、レセプトのオンライン請求義務を免
除するなどとした省令改正案を公表した。パブリッ
クコメントを経て、１１月上旬の施行を予定している。
　オンライン請求の義務化が免除されるのは①レセ
プト件数が医科医療機関・薬局で年間３６００件以下、
歯科医療機関では年間２０００件以下で、手書きで診療
報酬請求を行う医療機関・薬局②常勤の医師・歯科
医師・薬剤師が全員６５歳以上の高齢者である診療所・
薬局―のいずれかを満たす医療機関。全員が６５歳以
上の高齢者であっても、改正前の省令で定めている
義務化期限の時点で既に電子レセプトでの請求が可
能な診療所と薬局は免除の対象外となる。
　また、改正省令案では、電子レセプトに対応して
いないレセプトコンピューターのリース期間や減価
償却期間が終わるまでの医療機関については、最大
２０１４年度末までオンライン請求の義務化を猶予す
る。
　オンライン請求が困難な事情がある医療機関など
については▽電気通信回線設備の機能に障害が生じ
た▽レセコン販売業者、通信回線業者などとの契約
は済んでいるが、納入や工事が遅れた▽電子媒体で
請求可能な医療機関であって代行送信の体制が整っ
ていない▽改装工事中・仮の施設で営業中▽おおむ
ね１年以内に廃止・休止の計画を定めている―など
の事情を明確化することで、例外的に書面や光ディ
スクなどでの請求を認める。
●１０年４月義務化の診療所、７月診療分から
　こうした例外措置を十分周知する必要があること
から、１０年４月診療分からオンライン請求が義務化
されている医科診療所などについては、１０年７月診
療分（８月１０日請求分）からオンライン請求に移行
することとしている。
　厚労省は「１１年度からの原則オンライン化という
方向は維持」とする一方、「小規模・高齢などの理由
でオンライン請求が困難な医療機関などに対して配
慮する観点から、例外措置などを定める」としてい
る。

●０９年度からの請求義務化、延長は１１月３０日まで
　一方、０９年５月の省令改正で行った０９年度からの
義務化を延長する措置について、厚労省は同日、延
長期限を０９年１１月３０日とする告示案も公表した。期
限を猶予されていた医療機関などは、０９年１２月診療
分（１０年１月１０日請求分）からオンラインによる請
求を行うことになる。（１０/１３MEDIFAXより）

規制改革は「非常に大事」／仙谷行政刷新担
当相
　政府の規制改革会議（議長＝草刈隆郎・日本郵船
相談役）は９月３０日、仙谷由人行政刷新担当相らを
招いて、今後の方向性を議論した。仙谷行政刷新担
当相はあいさつで「規制緩和・規制改革の動きは、
マーケットに対する自由な参入という観点からも非
常に大事」と述べ、規制改革推進の意向を示した。
　また、仙谷行政刷新担当相は「政権交代をしたと
いう段階で、リスタートを切るためにはどうしたら
いいのか議論したい」とも述べ、規制改革会議の位
置付けやコンセプトからあらためて議論するとし
た。（１０/１MEDIFAXより）

社保病院の公的存続、法案を臨時国会に提出
／厚労省
　民間への売却が予定されている厚生年金病院と社
会保険病院について、厚生労働省は、公的に存続さ
せるための法案を次の臨時国会に提出することを決
めた。足立信也政務官が９月２４日、省内で開いた会
見で明らかにした。
　足立政務官は「１９日の政務三役会議で公的存続を
図る立法措置が必要であり、臨時国会で（法案提出
する）必要があるとの認識は共有した」と述べた。
法案の具体的な内容については「まずはわれわれが
どう考えるのか。その中で厚労省としての案もある」
と述べ、具体的に固まっていないとした。
　厚年病院と社保病院を所有する年金・健康保険福
祉施設整理機構（ＲＦＯ）は２０１０年９月に解散する。
現行のままでは病院は民間に売却するか、廃院にな
るなど選択肢は限られている。このため民主党は政
策集で、国の独立行政法人「地域医療推進機構（仮
称）」を創設してＲＦＯから移管し、公的病院として
存続させる案を掲げていた。（９/２５MEDIFAXより）
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社保病院の職員「雇用に十分配慮」／政府答
弁書
　政府は１０月１日の閣議で、社会保険病院の存続に
ついて「地域医療の確保を図る観点から、今後の取
り扱いを検討している」とした上で、最終的な方針
決定の際には、各施設の職員の雇用に十分配慮する
とした答弁書を決定した。小池晃氏（共産）の質問
に答えた。
　年金・健康保険福祉施設整理機構（ＲＦＯ）の下
で一般競争入札で売却する方針の社会保険新宿診療
所については「売却により地域医療の確保に支障が
生じるとは考えられない」とし、入札を中止し社保
病院などと同様の扱いにする考えはないとした。
（１０/２MEDIFAXより）

協会けんぽの国庫補助率、引き上げ検討／長
妻厚労相
　長妻昭厚生労働相は１０月６日、閣議後の会見で、
全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）に対
する国庫補助率の引き上げについて「どういう対応
ができるのか、財政当局、各方面とも相談をしなが
ら対応を決めていきたい」と述べ、２０１０年度予算の
概算要求で国庫補助の増加を求める検討を進める考
えを示した。（１０/７MEDIFAXより）

中医協委員、人選は政策重視／長妻厚労相
　中医協の診療側委員７人中６人が、１０月１日で任
期満了を迎えた。任期満了を迎えた診療側委員は、
竹嶋康弘・日本医師会副会長、邉見公雄・全国公私
病院連盟副会長、山本信夫・日本薬剤師会副会長
（以上２期目満了）、中川俊男・日医常任理事、藤原淳・
日医常任理事、西澤寛俊・全日本病院協会長（以上
１期目満了）。
　現行ルールでは最長３期６年まで再任が可能だ
が、政権与党となった民主党幹部が中医協改革とし
て委員構成に疑義を示しており、長妻昭厚生労働相
がどのような判断を下すのか、関係者の注目を集め
ている。
　長妻昭厚生労働相は９月２８日の政務三役会議で、
任期満了となる中医協委員について、医療担当の足
立信也政務官に人事案件の素案を作成するよう指示
を出した。足立政務官は診療側委員について「大学
病院や民間病院の代表がいた方がいいと思う」と述
べ、現在の中医協には病院の声が十分に反映されて
いないとして、委員構成を見直す考えを示唆した。

さらに長妻厚労相は１０月６日の閣議後の会見で、中
医協委員の人事について「支持政党までは考慮する
つもりはないが、政策に関する考え方を考慮に入れ
ていく」とし、与党の政策との整合性を重視する意
向を示した。決定時期については「週２回とか頻繁
に開く時期がやってくる。その時期までには決めな
くてはいけないと思っている」とした。
（１０/７、９/２９、９/１８MEDIFAXより）

「新型」ワクチン、約７７００万人分確保へ／政
府、基本方針を決定
　政府は１０月１日、首相官邸で新型インフルエンザ
対策本部の会合を開き、輸入を含め年度内に約７７００
万人分のワクチンを確保し、医療従事者や重症化の
リスクが高い人に優先的に接種することなどを盛り
込んだワクチン接種の基本方針を決めた。国内産ワ
クチンの接種は１０月中旬から開始し、低所得者には
費用負担を軽減。副反応による被害が出た場合に海
外メーカーが受ける損失を国が補償したり、接種を
受けた人を救済したりするための法案を、１０月の臨
時国会に提出する。
　政府方針によると、２００９年度中に確保できるワク
チンは、国内産の約２７００万人分と海外メーカーから
輸入する約５０００万人分。ワクチンはすべて国が買い
上げることとしており、総額１３８５億円の費用を見込
んでいる。
　ワクチン接種は①インフルエンザ患者の診療に直
接従事する医療従事者②妊婦・基礎疾患患者③１歳
－小学校低学年の子ども④１歳未満の乳児の保護
者・優先接種対象者だが身体上の理由から接種が受
けられない人の保護者―の順で行う。当初の見込み
から国内産の製造量が増えたことなどから、小学校
低学年の子どもを対象に追加。こうした人々に次い
で、小学校高学年と中高生、６５歳以上の高齢者にも
優先的に接種する。
　接種は、国と委託契約を結んだ医療機関で予約制
により実施する。接種機会を均等に確保するために
費用は全国一律とし、１回目を３６００円、２回目を２５５０
円と設定。住民税の非課税世帯など低所得者には、
国と地方自治体が分担して費用負担の軽減を図る。
　ワクチンの輸入については、厚生労働省が海外メ
ーカー２社と詰めの交渉を行っている。２社は契約
の条件として副反応が出た場合の免責を求めてお
り、輸入ワクチンの副反応被害で訴訟が起きた場合、
訴訟費用や賠償金などメーカーが受ける損失を、特
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別立法により国が補償する。さらに、国内産と輸入
を問わずワクチン接種の副反応により生じた健康被
害を救済するための立法措置にも言及。長妻昭厚生
労働相は閣議後の会見で、１０月末召集の臨時国会に
法案を提出する方針を示した。
（１０/２MEDIFAXより）

出産一時金や要介護認定見直しスタート／厚
労省、１０月の制度変更
　厚生労働省は９月３０日、１０月から実施する厚生労
働省関係の主な制度変更の概要について発表した。
医療・介護関係では、出産育児一時金の４万円引き
上げと直接支払い制度の導入、要介護認定の認定方
法の見直しを実施する。
　出産育児一時金の見直しは▽現在の原則３８万円か
ら４２万円に引き上げ▽医療機関が被保険者（妊婦）
らに代わって出産育児一時金の支給申請・受け取り
を行う直接支払い制度の導入─が柱。出産費用の未
収金対策として導入する直接支払い制度では、一時
金支払いが申請から１－２カ月遅れることで資金繰
りを不安視する声が医療機関から上がったことか
ら、直ちに実施困難な医療機関には２００９年度末まで
の半年間、適用を猶予する措置を設ける。
　０９年４月の新方式導入後、「軽度者の割合が増加す
る」などの指摘を受けて再度見直した要介護認定も
１０月から実施する。このほか、厚生年金保険料率引
き上げは１０月分給与の源泉徴収から適用する。
（１０/１MEDIFAXより）

未収金モデル事業、実施は全都道府県の約半
数／厚労省
　９月から開始した厚生労働省の「国保の患者一部
負担金の適切な運用に関するモデル事業」を実施し
ている都道府県は約半数にとどまっていることが分
かった。厚労省保険局は「モデル事業を実施する市
町村の選定が難航しているため」（国保課）としてお
り、医療機関の協力を求めている。今回のモデル事
業の結果を踏まえ、来秋にも国保の被保険者に対す
る未収金対策のガイドラインを策定する計画だ。
　２００８年７月にまとまった「医療機関の未収金問題
に関する検討会」報告書によると、保険種別の未収
金は、国保が件数ベースで４２.３％、金額ベースでも
３９.３％と最も高かった。これを受け厚労省はモデル
事業を行うことを決定し、各都道府県に対し、０９年
９月から１０年３月までを対象期間として事業を実施

するよう通知していた。
　当初の事業設計では、各都道府県が選定した実施
市町村を、７月末までに国保課に報告するよう通知
していたが、現時点で回答は約半数の都道府県にと
どまっている。厚労省は「モデル事業を実施する市
町村の選定や、協力してもらえる医療機関の調整・
決定などに時間がかかっているようだ。各自治体で
も職員数が削減されている中で、モデル事業のスタ
ッフを確保することが厳しい状況にあることは認識
している。１０年、ガイドラインを策定することを考
慮すると、早急にモデル事業の市町村を選定し、事
業を開始してもらいたい」（国保課）としている。
（９/２４MEDIFAXより）

心療内科専門医など２資格を広告可能に／厚
労省が意見募集
　厚生労働省は、医療法に基づき広告可能な医師等
の専門性に関する資格名の一部改正について意見募
集を始めた。新たに▽日本心療内科学会「心療内科
専門医」▽日本総合病院精神医学会「一般病院連携
精神医学専門医」－の２資格を広告可能とする方針
で、１１月中旬にも通知する予定。
（９/２５MEDIFAXより）

精神科入院医療の質向上／厚労省・検討会の
報告書公表
　厚生労働省は９月２４日、「今後の精神保健医療福祉
のあり方等に関する検討会」（座長＝樋口輝彦・国立
精神・神経センター総長）の報告書「精神保健医療
福祉の更なる改革に向けて」を公表した。統合失調
症による入院患者を２０１４年までに０５年比で４.６万人
減らすとする新たな目標値を掲げ、人員配置の充実
により入院医療の質を向上させるなどの方向性を示
している。
　同検討会では、厚労省が０４年９月に策定した「精
神保健医療福祉の改革ビジョン」について、後期５
年間の重点施策を議論してきた。
　報告書では、精神科医療の質の向上のため、人員
配置標準の充実や医療従事者の確保策を講じるこ
と、精神科救急を「４疾病５事業」で明確に位置付
けることなどを重点施策の方向性として提示。改革
ビジョンの「入院医療から地域生活中心へ」との基
本理念に基づき、患者の地域生活を支える通院・在
宅医療やリハビリの強化・重点化なども進めるべき
と指摘している。（９/２５MEDIFAXより）
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統合失調症、５年で４.６万人の入院解消／厚
労省検討会が報告書
　厚生労働省の「今後の精神保健医療福祉のあり方
等に関する検討会」（座長＝樋口輝彦・国立精神・神
経センター総長）は９月１７日、２０１４年度までの１０年
間で精神医療体制を再編・強化するための方向性を
示した「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（０４年９
月策定）について、後期５年間の重点施策を盛り込
んだ報告書をまとめた。「入院医療から地域生活中心
へ」との基本理念に基づく改革をさらに加速させ、
０５年時点で１９.６万人いた統合失調症による入院患者
を、今後５年間で４.６万人減らすとする新たな目標を
設定。人員配置の向上など入院医療の充実により地
域移行を促すとし、精神科の医療従事者を確保する
ための施策を講じる方向性を示した。
（９/１８MEDIFAXより）

特定疾患、１１疾患の認定基準了承／「スター
トは大臣の判断」
　厚生労働省の特定疾患対策懇談会（座長＝金澤一
郎・日本学術会議会長）は９月１７日、２００９年度補正
予算で特定疾患治療研究事業に追加するとした１１疾
患の認定基準を大筋で了承した。
　新たに認定基準が了承されたのは▽間脳下垂体機
能障害▽家族性高コレステロール血症（ホモ接合体）
▽脊髄性筋萎縮症▽球脊髄性筋萎縮症▽慢性炎症性
脱髄性多発神経炎▽肥大型心筋症▽拘束型心筋症▽
ミトコンドリア病▽リンパ脈管筋腫症▽重症多形滲
出性紅斑（急性期）▽黄色靱帯骨化症―の１１疾患。
これらの疾患は、麻生政権下で策定された０９年度補
正予算で特定疾患治療研究事業に追加することとな
り、研究班が認定基準や臨床調査個人票の様式を検
討してきた。
　だが、鳩山政権は、０９年度補正予算の凍結・見直
しを明言している。厚労省健康局疾病対策課の担当
者は終了後、記者団に「医学的、技術的に詰めると
ころは詰めた。事業がスタートできるかどうかは大
臣の判断だ」と話した。
　また、同日の会合では、すでに特定疾患治療研究
事業の対象となっている２疾患について、名称の変
更を了承した。変更となったのは「肺動脈性肺高血
圧症」（旧名称「原発性肺高血圧症」）と「慢性血栓
塞栓性肺高血圧症」（「特発性慢性肺血栓塞栓症（肺
高血圧型）」）。さらにこれら２疾患とプリオン病の計
３疾患について、認定基準と臨床調査個人票を一部

修正した。（９/１８MEDIFAXより）

出産育児一時金「保険証資格喪失でも支払い」
／政府答弁書
　政府は１０月１日の閣議で、出産育児一時金の直接
支払い制度で、出産後に保険証の資格喪失が明らか
になった場合でも、その事実を知らなかったことに
ついて医療機関側に責任がなければ、資格喪失前の
医療保険者から出産一時金が支払われるとする答弁
書を決定した。小池晃氏（共産）の質問に答えた。
　小池氏はまた、従来の一時金受け取り代理制度で
は、国保保険料などを滞納している場合、滞納保険
料の相殺払いを行うことがあるとし、直接支払い制
度での対応を聞いた。
　答弁書は、国民健康保険法施行規則改正に基づき、
直接支払い制度では保険料の滞納による支払いの一
時差し止めは行わないとし、「滞納保険料との相殺は
ない」と答えた。
　直接支払い制度の導入で資金繰りが悪化する医療
機関への対応については「資金面の負担の軽減を引
き続き検討する」とした。（１０/２MEDIFAXより）

「昭和５５年通知」で医薬品３３例を追加／医薬
品の適応外使用で支払基金
　添付文書に記載がなくても薬理作用に基づく医薬
品の適応外使用を認めるケースとして、社会保険診
療報酬支払基金は９月１５日付で、新たに３３事例を追
加した。医薬品の適応外投与に関する事例の選定は
２００７年９月の４６事例に続いて２回目。今回の追加で
合計７９事例となった。支払基金は、インターネット
上のホームページに審査情報提供事例として掲載し
ている。
　追加された事例は、「ジアゼパム（内服薬・注射薬）」
の「てんかん」に対する処方や「ミダゾラム（注射
薬）」の「けいれん重積状態を含むてんかん重積状態」
に対する処方、「アトロピン硫酸塩水和物（注射薬）」
の「現行の適応症について小児」に処方した場合な
ど。
　薬理作用に基づく適応外処方をめぐっては、日本
医師会が「昭和５５年通知」に関連した問題が解決さ
れなければ、レセプトオンライン請求の一律な義務
化は認められないと主張してきた。
　いわゆる「昭和５５年通知」（１９８０年９月３日付の厚
生省保険局長通知）では、「診療報酬明細書の医薬品
の審査に当たっては、厚生大臣の承認した効能効果
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などを機械的に適用することによって都道府県の間
においてアンバランスを来すことのないようにする
こと」と明記されている。
　７９年には、当時の橋本龍太郎厚生相が「薬効表示
について、医学と医師の立場がまったく無視され、
製薬企業の資料のみによる病名決定で用途が規定さ
れることは誤りでありました」との書簡を、武見太
郎日医会長（当時）に送っている。
（９/２９MEDIFAXより）

１０月２９日までの届け出で１１月支払いに対応／
オンライン義務化
　２００９年４月以降にレセプトオンライン請求が義務
化された病院の猶予期限について、社会保険診療報
酬支払基金は９月２８日の定例会見で、１０月２９日まで
にオンライン請求への移行を届け出れば、診療報酬
の１１月の支払いに応じる考えを明らかにした。
　厚生労働省は５月８日付の通知で、０９年度に義務
化された病院の猶予期限について「半年以内を目途
に設定することを予定する」とし、設定された期限
以降もオンライン請求をしない場合は「原則通り診
療報酬は支払われないことになる」との方針を示し
ていた。
　通知の「半年以内」に従えば、９月までに届け出
をしなかった病院は診療報酬が支払われないことに
なる。オンライン請求の届け出は原則、毎月２０日ま
でとされているが、９月は連休のため２４日に締め切
られた。本来なら、２４日までに届け出のなかった病
院は２カ月後の１１月の支払いが受けられなくなる。
しかし支払基金は会見で、２５日以降でも届け出があ
れば１１月の支払いに応じられるように準備している
と説明。１０月２９日までの届け出でも対応可能とした。
　また、支払基金は会見で、０９年４月から義務化さ
れた病院のうち、猶予対象となっている病院の９月
請求分の準備状況を公表した。１６日時点で５４４病院が
オンライン請求に移行できていないことが分かっ
た。前月請求分より１０４病院減少した。
　前月請求分以降、オンライン請求に移行したのは
１２６病院、レセプトコンピューターが厚労省の開発・
提供による「レセスタ」に対応できないためオンラ
イン請求への勧奨対象から除外されたのは１３病院だ
った。（９/２９MEDIFAXより）

２０１０年度の保険料率９.０％に引き上げ必要／
協会けんぽが試算
　全国健康保険協会は９月１７日の運営委員会（委員
長＝田中滋・慶応大大学院教授）で、財政を健全化
させるには、２０１０年４月から保険料率を９.０％に引き
上げる必要があるとの試算結果を示した。委員から
は、保険料率の引き上げは収入を上げるための方法
ではあるが、被保険者への負担が大きいとの意見が
上がった。（９/１８MEDIFAXより）

各省に政策会議を設置、議員が意見提案／民
主が方針
　民主党は各省に「各省政策会議」を設置し、副大
臣など政府に参画できなかった与党議員からも政府
に政策提言できる仕組みを設ける方針を決めた。９
月１８日に民主党の全議員にあてて文書で通知した。
　民主党がマニフェストに掲げた政権構想では、政
策決定を政府に一元化する方針を示している。大臣
や副大臣、政務官など国会議員約１００人を政府に配
置。大臣と副大臣、政務官の５人が「政務三役会議」
で政策案を策定し、大臣が政策案を閣議にかけ政策
が決まる仕組みだ。（９/２５MEDIFAXより）

自民新総裁に谷垣氏／「民主は財源論が不明
確」
　麻生太郎前総裁の後任を選ぶ自民党総裁選の投開
票が９月２８日に行われ、谷垣禎一元財務相が第２４代
総裁に就任した。谷垣新総裁は同日夕の記者会見で、
大幅に議席を減らした衆院選の反省や今後の党内人
事などには言及したが、具体的な社会保障政策には
触れなかった。総裁選の投票総数は、党所属の国会
議員票１９９票と地方票３００票を合わせて４９９票。谷垣新
総裁は３００票を獲得した。自民党の世代交代などを訴
えていた河野太郎衆院議員は１４４票、西村康稔衆院議
員は５４票だった。
　谷垣新総裁は弁護士出身で、京都５区から１０回連
続で当選している衆院議員。党政調会長や財務相な
どを歴任した。（９/２９MEDIFAXより）

新制度で国との協議求める／後期医療制度廃
止表明で
　７５歳以上が対象の後期高齢者医療制度の運営実務
を担う広域連合の全国組織「全国後期高齢者医療広
域連合協議会」は９月３０日、制度廃止を表明した長
妻昭厚生労働相らに、現行制度を当面維持しつつ、
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新制度の在り方について国が広域連合などと協議す
るよう要望した。
　同協議会会長の横尾俊彦・佐賀県多久市長が、長
浜博行厚労副大臣に要望書を提出。横尾会長が「制
度は落ち着いた状況にある。（新制度への移行で）混
乱しないよう取り組んでほしい」と述べ、長浜副大
臣は「地域の声に十分配慮したい。（首長らと）話し
合いの機会を設け、より良い制度にしたい」と応じ
た。
　このほかの要望は①新制度移行に必要な財源は国
が負担する②新制度について国の説明を徹底する③
都道府県単位の財政運営など、現行制度の利点を新
制度に引き継ぐ―など。
　終了後に記者会見した横尾会長は「ずるずる引き
延ばすつもりはないが、より良い改革案をつくるに
は時間が必要だ」として、当面は現行制度を続ける
べきだとした。【共同】（１０/２MEDIFAXより）

国保税滞納でも保険証／天草市、新型インフ
ル対策
　熊本県天草市が、国民健康保険税を滞納して無保
険の状態になっている世帯向けに、新型インフルエ
ンザ対策として短期保険証を発行したことが９月１５
日、分かった。
　対象は５４０世帯７５８人で、９月１５日から２０１０年１月
３１日までの期間、通常の保険証と同じように３割負
担で医療機関を受診できる。
　無保険だと受診時に医療費が全額負担となり、受
診を控える恐れがあるため、市保険年金課が新型イ
ンフルエンザ対策の一環として実施した。ほかの病
気でも通常の保険証と同様に使える。同課は「（新型
インフルの）まん延期に向けた緊急の特例措置で、
迅速に受診できる態勢づくりを考えた」としている。
【共同】（９/１６MEDIFAXより）

中医協、改定へ本格議論スタート／厚労省、
周産期・救急で論点
　厚生労働省は９月３０日の中医協・診療報酬基本問
題小委員会（委員長＝遠藤久夫・学習院大教授）に、
２０１０年度診療報酬改定に向けた周産期医療・救急医
療の評価に関する論点を示し、次期改定に向けた本
格的な議論に入った。委員からは周産期・救急への
重点評価に理解を示す意見が多く出たが、診療報酬
以外の制度面や予算面も含めて総合的な議論が必要
とする意見も上がった。

　周産期の課題として厚労省保険局医療課の佐藤敏
信課長は、低体重児などハイリスク新生児の増加や、
母体・新生児搬送の受け入れが困難となっている理
由として、新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）が満床と
なっていることが挙げられると説明。０８年度改定で
は、「妊産婦緊急搬送入院加算」（入院初日５０００点）
や「ハイリスク妊娠管理加算」（１日当たり１０００点）の
新設のほか、「ハイリスク分娩管理加算」（１日当た
り２０００点）の対象疾患を拡大し評価を引き上げたと
した。また、ＮＩＣＵの退室患者の移行を進める観
点から「超重症児（者）入院診療加算」（６歳未満
６００点、６歳以上３００点）などを見直したと振り返っ
た。
　その上で、ハイリスク児に対応するために整備を
進めることになったＮＩＣＵの診療報酬上の評価
や、ＮＩＣＵ退室患者の円滑な移行に向けた診療報
酬上の評価を論点として示した。このほか▽基礎疾
患のある妊婦など産科合併症以外の合併症のある妊
婦受け入れ▽周産期母子医療センターと地域の産科
医療機関との連携体制や、母体・新生児の施設間搬
送をする医師らの活動▽ハイリスク分娩管理加算の
要件―も論点に挙げた。
　一方、救急に関しては、消防法一部改正に伴う地
域の搬送・受け入れルールの策定を踏まえ、ルール
に基づき積極的に受け入れている医療機関の評価を
論点に挙げた。２次救急医療機関の搬送受け入れ実
績が医療機関によってばらつきがある現状を踏まえ
た「受け入れ実績に応じた評価」や、救急受け入れ
困難事例の主要な理由である「ベッド満床」の解消
に向けた「患者の紹介などに対する評価」について
も議論を求めた。
　委員からは、救急患者搬送に医師が同乗して診療
した場合に算定できる「救急搬送診療料」（１３００点、６
歳未満は１５０点加算）について、看護師が同乗した場
合の評価や、救急患者を看護師がトリアージするこ
とへの評価を求める意見もあった。
　前回改定時は１０月初旬から週２回の中医協を開催
し、改定に向けた具体的議論を進めたが、１０月１日
に診療側７人中６人の委員が任期満了となり、後任
が未定となっていることなどから、今後の議論の見
通しは立っていない。（１０/１MEDIFAXより）

中医協小委、異例のヒアリング実施へ／周産
期・救急で
　中医協・診療報酬基本問題小委員会は９月３０日、
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周産期・救急医療の次期診療報酬改定での評価の参
考とするため、関係する医療従事者に対するヒアリ
ングを実施することを決めた。遠藤久夫委員長（学
習院大教授）が提案し、了承された。厚生労働省保
険局医療課などによると、基本問題小委で現場の関
係者からヒアリングするのは極めて異例。人選は遠
藤委員長に一任された。
　同日の小委で遠藤委員長は、事務局側から説明の
あった周産期・救急医療の現状について「全体を鳥
瞰する上では重要」と述べた上で、「同時に、現場で
どういう状況になっているかを共通認識として持っ
ておく必要がある。現実に起きている生々しい状況
がわれわれの認識としてあれば、何をすればよいか
ということにもつながってくる」と主張。「周産期・
救急は２００６年度改定から重要なテーマとして続いて
おり、大きな課題だ」として医療関係者のヒアリン
グを提案した。
　医療課は１０月中にも実施を目指す考えだ。
（１０/１MEDIFAXより）

慢性期入院、今後は点数付け焦点に／中医
協・基本問題小委
　中医協・診療報酬基本問題小委員会は９月１８日、
中医協・慢性期入院医療の包括評価分科会の池上直
己分科会長（慶応大教授）から２００８年度の慢性期入
院医療の包括評価に関する調査結果の報告を受け
た。基本問題小委の委員からは、今後議論を進める
ことになる医療区分・ＡＤＬ区分に基づく次期診療
報酬改定時の点数付けや、１３対１、１５対１入院基本
料を算定する一般病床の長期入院患者との類似性に
関する意見が出た。
　報告書では、医療区分・ＡＤＬ区分に基づく現行
の９分類の妥当性について「基本的骨格は維持され
ていると考えられる」とした。また、１３対１、１５対
１入院基本料を算定する一般病床に９１日以上入院す
る患者について「医療区分３の割合が相対的に高い
ことなどについては異なっていたが、医療区分２が
多いという点では類似していた」とし、「今回の調査
によって一定の結果が得られた」とした。その上で、
１０年度以降、医療療養病床と機能が近接する病床な
どを含めた横断的調査を実施する必要性を指摘し
た。（９/２４MEDIFAXより）

薬価維持特例、議論進まず／薬価専門部会
　中医協の薬価専門部会（遠藤久夫部会長）は９月

１８日開かれ、「薬価維持特例」の導入を柱とする日本
製薬団体連合会の薬価制度改革案について議論し
た。今回の会合から具体的な中身の議論に入る予定
だったが、日本医師会の診療側委員が「薬価維持特
例導入と未承認薬開発促進などがバーターになって
いるように感じる。既定路線をつくられている感じ
だ」と慎重意見をあらためて表明。踏み込んだ議論
にならなかった。（９/２４MEDIFAXより）

ＤＰＣ病院、８割以上が毎日／救急医療を提
供特別調査の速報
　厚生労働省は１０月５日の中医協・ＤＰＣ評価分科
会（分科会長＝西岡清・横浜市立みなと赤十字病院
長）で、ＤＰＣの新たな機能評価係数の設定に向け
て実施した特別調査の結果速報を報告した。ＤＰＣ
対象病院・準備病院の８割以上が毎日、救急医療を
提供しており、輪番制に参加して救急医療を提供す
る病院も含めると９割を超えた。一方、救急医療に
関する国などからの補助金を受けているのは７割を
下回った。
　調査に回答した病院のうち、救急医療を毎日提供
していると回答したのは８３.４％。特定機能病院に限
ると９３.６％で、病床規模が大きくなるに従って毎日
提供する病院の割合が高くなっていた。輪番日のみ
提供すると回答したのは全体の１０.３％だった。
（１０/６MEDIFAXより）

重症度指標入力など検討課題に／ＤＰＣヒア
リング結果
　中医協・ＤＰＣ評価分科会は１０月５日、先月実施
したＤＰＣ対象病院に対するヒアリングなどの結果
を「２００９年度ＤＰＣ評価分科会における特別調査結
果」としてまとめた。この中で、播種性血管内凝固
症候群（ＤＩＣ）と敗血症について、全対象病院の
平均と比べて軽症な症例で算定しているケースがあ
ったことを踏まえ、今後「様式１」とレセプトで診
断根拠や重症度が分かる指標の入力を求めることを
検討する方向性が盛り込まれた。
（１０/６MEDIFAXより）

ＤＰＣ導入が効率化の契機／中医協分科会が
ヒアリング
　中医協・ＤＰＣ評価分科会（分科会長＝西岡清・
横浜市立みなと赤十字病院長）は９月２５日、実際の
支払い点数に比べて出来高実績点数が非常に小さい

京都保険医新聞２００９年（平成２１年）１０月２６日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７１４号

１３

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１２４号



病院からヒアリングした。ヒアリングに参加した病
院の院長らは、大幅に効率化が進んだ要因として、
後発医薬品の導入拡大や検査の適正化などを挙げた
上で、ＤＰＣ導入が効率化の契機になったと説明し
た。（９/２８MEDIFAXより）

後発品使用などでヒアリング／中医協ＤＰＣ
分科会
　中医協・ＤＰＣ評価分科会（分科会長＝西岡清・
横浜市立みなと赤十字病院長）は９月２４日、ＤＰＣ
対象病院のうち、後発医薬品の使用割合が全国平均
と比較して大きい病院や小さい病院などからヒアリ
ングした。後発品の使用割合が高い病院は、病院全
体で使用促進策に取り組む一方、使用に消極的な病
院では各診療科ごとの判断に任せている実態が浮き
彫りになった。（９/２５MEDIFAXより）

ＤＰＣ退出の可否判断で審査組織設置へ／中
医協が了承
　中医協は９月１８日の総会で、診療報酬改定の前年
度末以外の時期にＤＰＣ対象病院が自主的に退出す
る場合の可否を判断する審査組織「ＤＰＣ退出審査
会（仮称）」を、診療報酬基本問題小委員会の下に設
置することを了承した。審査組織は中医協の支払い
側、診療側委員各２人と公益委員３人で構成する。
審議は原則、非公開とする。結果は審査組織で決定
し、基本問題小委へは報告のみとする。
（９/２４MEDIFAXより）

日医・唐澤会長、長妻厚労相と会談／「意見
の相違はない」
　日本医師会の唐澤祥人会長は９月３０日、厚生労働
省の大臣室を訪れ、長妻昭厚生労働相と就任後初め
て会談した。唐澤会長と長妻厚労相は、政策課題に
ついて双方が十分に話し合うとの考えで一致した。
長妻厚労相は当面の最優先課題に新型インフルエン
ザ対策を挙げ、特にワクチン接種について日医に協
力を要請。唐澤会長は「全面的な協力を約束する」
と応じた。
　唐澤会長には、宝住与一副会長、内田健夫・今村
聡両常任理事らが同行した。また、会談には長浜博
行副大臣、山井和則政務官、足立信也政務官も同席
した。医療担当の足立政務官は会談で「医療をしっ
かり守っていきたい」との考えを強調した。
　唐澤会長は会談終了後、本紙などに対し「長妻厚

労相には以前、お目にかかったことはあるが、今回
は表敬訪問であり、まず最初の話し合いができてよ
かったと思う」と述べた。長妻厚労相の印象につい
ては「真剣に厚生行政に取り組んでいることがうか
がえた」と述べたほか、「共通の課題を抱え、意見の
相違もないと思う」とした。（１０/１MEDIFAXより）

勤務医の健康支援で健康相談／日医、電話や
メールも活用
　日本医師会は勤務医の健康支援のため、Ｅメール
や電話による健康相談を実施する。今村聡常任理事
が１０月７日の定例会見で明らかにした。日医の「勤
務医の健康支援に関するプロジェクト委員会」（委員
長＝保坂隆・東海大医学部教授）が２００８年度まとめ
た中間報告で、医師のための電話相談窓口などの開
設を提案しており、試験的に期間限定の相談窓口を
設置し、勤務医対策を充実させるための具体策を模
索する。
　Ｅメール（soudan@po.med.or.jp）による相談窓口
は１０月１５日から１０年１月１５日まで３カ月間、開設す
る。電話相談（TEL ０３崖３９４２崖６５０４）は１２月５日に
日医内に当日のみの専用回線を設けて、午前１０時か
ら午後６時まで受け付ける。匿名でも受け付けるが、
返答が必要な場合は連絡先を知らせてもらう。相談
内容について個人が特定できる形での公表はしな
い。家族や同僚からの相談も受け付ける。相談員は
同プロジェクト委メンバーが務める。Ｅメールによ
る相談は保坂委員長が内容に応じて担当する相談員
を割り振る。電話相談は、精神科を専門とする医師
が必ず同席する。（１０/８MEDIFAXより）

入院医療の雇用環境改善を／京都府医・森会
長
　京都府医師会の森洋一会長は１０月６日の医療経済
研究機構シンポジウムで、医療再生への方策を短期
と中長期に分けて示し、短期的には次期診療報酬改
定で入院医療の雇用環境の改善などを図る必要性を
強調。中長期的には、医療と介護を雇用創出という
点で内需拡大の起爆剤にすべきと提案した。
　森会長は、医療崩壊の原因を「医療費の不足と医
師不足による過重労働に行き着く」と指摘した。短
期的には次期改定で医療費全体のかさ上げをすべき
とし、開業医と勤務医の所得格差に着目するのでな
く、「そもそも勤務医の所得が適切かという評価が必
要」として、大学の勤務医や教官の給与引き上げを
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今後の論点に位置付けた。
　一方、中長期的な対策では、医療と介護分野の雇
用拡大策を推進すべきとの考えを示した。医療事務
補助者を大量採用できるよう診療報酬上の評価を行
い、介護従事者の給与も引き上げることで失業率の
改善が期待できると提案。医療・介護に１兆円ずつ
投入することで計４５万人分の雇用が確保されるとの
データを紹介し「産業、経済構造の内需シフトへの
起爆剤になる可能性が大きい」と話した。
（１０/８MEDIFAXより）

社会保障費増は消費税で／経団連、２０１０年度
税制改正で提言
　日本経団連は１０月２日、「２０１０年度税制改正に関す
る提言」をまとめ、政府や与野党に送付した。少子
高齢化の中で持続可能な社会保障制度を支える安定
財源確保の観点から、「社会保障費の増加分は消費税
によって賄うことが適切」と明記した。
（１０/５MEDIFAXより）

 

介護職員の賃金引き上げ、基金活用も／長妻
厚労相
　長妻昭厚生労働相は１０月６日、閣議後の会見で、
民主党がマニフェストで示した介護職員の賃金の月
額４万円引き上げについて「基金をいったん活用す
るか否かも含めて検討を進めていきたい」と述べ、
厚生労働省が２００９年度補正予算で計上した介護職員
の賃金月額１万５０００円程度の引き上げを目的とする
「介護職員処遇改善交付金」の活用も視野に入れて検
討を進める考えを示した。
　賃金引き上げの実現時期については「基本的には
工程表で、１期４年以内に実現するということで、
いろいろ検討している」とした。
（１０/７MEDIFAXより）

要介護認定見直しの影響調査／厚労省
　山井和則厚生労働政務官は１０月１日、政務三役会
議後の会見で、同日から見直された要介護認定方法
が実際に判定される要介護度に影響するかどうかの
調査結果を１２月中にまとめる方針を示した。

　厚生労働省は、４月１日から要介護度の認定方法
を変更したが「新たな方法では軽度に認定される」
との批判が上がっていた。これを受けて、同省は
「要介護認定の見直しに係る検証・検討会」の検討結
果を踏まえ、１０月１日から要介護度を判定する調査
員が使用するテキストを修正した。
　厚労省老健局は、４月１日から導入した認定方法
で新規に要介護度の認定申請をした人のうち、非該
当と判定されたのは約３.３万人で、新規申請者の約
５％と推計。非該当と判定された人で、従来の認定
方法と比べて軽度に認定された可能性のあるのは１
万６５００人程度と見積もった。（１０/２MEDIFAXより）

２００８年度末の特養６２２３施設、増加傾向続く／
社会福祉行政業務報告
　厚生労働省は１０月７日、「２００８年度社会福祉行政業
務報告（福祉行政報告例）」の結果概要を発表した。０８
年度末時点の特別養護老人ホームは全国で６２２３施設
で、前年度末と比べて１８６施設増加していた。
　都道府県などの各自治体から、０９年３月３１日時点
の施設数の報告を受け、厚労省が集計した。
　特別養護老人ホームの０８年度末時点の定員総数は
４２万９２７２人で、前年度末から１万１１５８人増えた。特
別養護老人ホームは、施設数、定員数ともに過去５
年間で増加傾向が続いている。厚労省は「自治体が
策定する介護事業計画に沿って整備を進めてきた結
果、増加傾向となっているのではないか」（老健局高
齢者支援課）としている。
　一方、養護老人ホームは前年から１３施設減少し、
９５７施設だった。定員総数も前年から５２０人減少し、
０８年度末時点では６万５９７２人だった。
　０８年度末時点での特養の総定員数については、老
健局介護保険計画課も９月１０日に発表した「第３期
（０６－０８年度）介護保険事業計画期間における介護給
付等サービス量見込みと実績の比較について」の中
で報告している。休止中の施設を除いて報告するよ
う自治体に求めなかったことや、第３期介護保険事
業計画期間中にサービス提供開始を見込んだ施設
は、実際には期間中にサービス提供を開始していな
くても集計に入れたものもあることから、老健局が
発表した総定員数は４４万４６４床だった。
（１０/８MEDIFAXより）

介護療養の廃止は「変わらない」／足立政務官
　厚生労働省の足立信也政務官は９月２８日、取材に
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対し「介護療養病床を医療療養病床に一本化する方
針は政権交代しても変わらない」と述べ、介護療養
病床を２０１１年度末までに全廃する政府方針は変更し
ないと明言した。一方で医療療養病床は３８万床を維
持するとした。
　療養病床を医療療養に一本化し３８万床を維持する
方針は衆院選のマニフェストの基になった政策集の
詳細版に「長期療養病床計画」として記されている。
政権交代を果たし政務官の役職にある立場で、あら
ためて党の方針に変更はないとの考えを示した。
（９/３０MEDIFAXより）

 

京都・広域連合議会が制度堅持求める「決
議」／保険医協会が抗議談話
　京都府後期高齢者医療広域連合議会は９月５日に
開催した定例議会で、「後期高齢者医療制度の堅持及
び改善に関する決議」を賛成１９、反対８、退席１で
可決した。制度廃止を掲げる民主党が総選挙で勝利
したことを受けてのもの。これに対し、京都府保険
医協会は抗議談話を発表し、同議会の全議員に送付
した。
　「決議」は、ようやく軌道に乗った同制度を廃止す
れば、老人保健制度の問題の解決は遠ざけられ、制
度の度重なる見直しにより、高齢者や医療現場に混
乱を来すとする。保険料負担も再び引き上がり、高
齢者の不安を増大させるとし、国に制度を堅持し負
担軽減に努めるよう求めている。
　これに対し「談話」は、制度最大の問題点は医療
給付費の１割を被保険者本人の保険料で賄う構造に
ある。給付費が伸びれば保険料は上昇する。保険者
は保険料高騰を避けるため、給付抑制に向かわざる
を得ない。この財政構造を取り除かない限り、いず
れ、必要な医療を患者に届けることができない事態
が生み出される、と指摘。その根本問題を無視し、
住民の願いともかけ離れた決議を可決してしまった
ことは誠に残念、と批判した。

 

へき地医療支援機構、診療所の５割「かかわ
りない」
　厚生労働省は９月１８日、「へき地保健医療対策検討
会」（座長＝梶井英治・自治医科大教授）を開き、都
道府県を対象に実施した「２００９年度へき地現況調査」
の結果を報告した。第９次へき地保健医療計画（０１
－０５年度）で都道府県に設置した「へき地医療支援
機構」について、へき地診療所の５割が「まったく
かかわりがない」と回答するなど、同機構との連携
体制が十分でない現状が分かった。
　調査は０９年７月末－８月にかけて、都道府県にへ
き地医療支援機構の設置状況や、医学部入学時の「地
域枠」などの実施状況を聞いた。へき地診療所は０８
年３月３１日現在で１０６３カ所。同調査ではそのうち４１８
カ所に「支援機構との関係」を聞いたところ、２１９施
設（５２.４％）が「まったくかかわりがない」と答え
た。そのほかの診療所でも「年に１－２回は連絡・
相談を持つ」との回答が多数を占めた。
　支援機構は今年７月末現在、３９都道府県で設置し
ており、うち３８都道府県が専任担当官（医師）を配
置していた。専任担当官が代診医派遣調整などの機
構業務を行う日数（週間）は「０－１日」の１５県が
最も多く、「１－２日」（１０府県）、「３－４日」（５
県）などが続いた。（９/２４MEDIFAXより）

子どもの心の診療、対応を全国調査へ／厚労
省
　厚生労働省は１０月６日、子どもの心の問題への対
応状況や、厚労省が２００８年度から始めた「子どもの
心の診療拠点病院機構推進事業」の内容を把握する
ため、都道府県などを対象とした全国調査を行うこ
とを決めた。「子どもの心の診療拠点病院の整備に関
する有識者会議」（座長＝柳澤正義・日本子ども家庭
総合研究所長）に調査案を示し、大筋で了承された。
　調査は、全国４７都道府県の保健衛生部局と、同事
業を行っている１１都府県や拠点病院を対象に、０９年
１１－１２月に実施する。都道府県の保健衛生部局には
▽医療計画に子どもの心の診療提供体制確保に関す
る記述があるか▽心の問題を持つ子どもの入院治療
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機能を持つ医療機関が整備されているか▽医療機関
と保健所、児童相談所などとの連携会議を行ってい
るか―などについて調査。事業を行っている１１都府
県と拠点病院となっている医療機関に対しては、事
業の実施体制や概要などについて聞くことにしてい
る。（１０/７MEDIFAXより）

子どもの心の診療、初診６０分も「不十分」／
厚労省研究班が調査
　子どもの心の診療を行う専門医療機関では、初診
患者の診察に６０分かけている一方、３割以上の医師
が「不十分」と感じていることが１０月６日、厚生労
働省研究班（主任研究者＝奥山眞紀子・国立成育医
療センターこころの診療部長）の調査で分かった。
不必要に高度な専門機関を受診していると考えられ
る症例を経験した医師も約３割おり、奥山氏は「連
携の強化により、専門病院にかかる負担を軽減する
取り組みが必要だ」と指摘している。
　同日開かれた厚労省の「子どもの心の診療拠点病
院の整備に関する有識者会議」（座長＝柳澤正義・日
本子ども家庭総合研究所長）で、奥山氏が報告した。
　全国１９の専門医療機関の医師を対象にインターネ
ットを通じて行った調査（回答数４０人）によると、
初診患者の診察時間の中央値は６０分だった一方、
３５％の医師が「それでも不十分」と回答。初診患者
の待機期間は中央値で８週間かかっていたほか、不
必要に高度な専門機関を受診していると考えられる
症例を経験した医師も２８％いた。
（１０/７MEDIFAXより）

産科補償制度で５件が初の補償認定
　１月に発足した産科医療補償制度で、初の補償対
象が１０月７日までに決まった。９月上旬までに申請
のあった５件がいずれも認定された。補償対象者に
は準備一時金６００万円と２０年にわたる分割金２４００万
円が支払われる。今後は各ケースの原因分析の作業
に入り、報告書がまとまるのは２０１０年１月以降とな
る見通しだ。（１０/８MEDIFAXより）

医療費の自然増、今後は２％台に／日医総
研、医療費動向を分析
　日医総研はこのほど、「２００８年度診療報酬改定後の
医療費の動向分析」（前田由美子研究部専門部長・主
席兼務）をテーマにまとめたワーキングペーパー（Ｗ
Ｐ）を公表した。厚生労働省の「平成２０年度医療費

の動向」に基づき、医療費全体の推移とその要因を
分析した。
　厚労省は稼働日数補正後の医療費を用いて、伸び
率は３％台としているが、従来通り補正前のデータ
を用いれば２.７％になると指摘。また、人口増減や高
齢化、医療の高度化を見据えれば、今後は２％台で
推移するとの見通しを強調した。
　ＷＰは、厚労省の予想通り医療費が伸びない背景
として、受診延べ日数の減少があると指摘。今後の
改定論議を見据え、平均在院日数短縮化をもたらし
た医療制度改革や、受診抑制を引き起こす社会情勢
などについて、共通認識を持つべきと指摘した。
　また、診療報酬改定のなかった０７年度の対前年度
比３.１％増を自然増とすれば、０８年度医療費は対前年
度比１.９％増だったことから０８年度改定の影響は
１.２％減になるとし、０８年４月の改定率０.８２％減を下
回る結果になったとした。（１０/５MEDIFAXより）

開業後にストレス増加が半数以上／日医調査
　日本医師会は９月３０日の定例会見で「開業動機と
開業医（開設者）の実情に関するアンケート調査」
結果を発表した。過去５年以内に開業医となった医
師の約６割が、開業の理由を「自らの理想の医療を
追求するため」とした一方、開業後にストレスが強
くなったと答えた医師も半数を上回った。
　会見で中川俊男常任理事は、病院勤務医と開業医
は共に過酷な勤務状況にあるとし、両者に対する評
価の重要性を強調した。
　調査は、日本医師会員のうち、医療法人または個
人立の診療所や病院の開設者を対象に、７月２８日か
ら８月２８日に実施した。３９７４施設に調査票を郵送し、
有効回答は１９８４件（有効回答率４９.９％）だった。
　過去５年以内に開業医となった医師の５９.０％が、
開業の理由（複数回答）に「理想の医療の追求」を
挙げており、最も多い割合を占めた。一方、勤務医
時代の経験も理由に挙がり、全体の３１.７％が「過重
労働に疲弊」、３０.６％が「精神的ストレスに疲弊」を
挙げた。
　「勤務医時代のほうが負担だった業務」（複数回答）
を聞いたところ、全体の４４.５％が「当直」を挙げ、
最も多かった。続いて「時間的拘束」３７.７％、「診療
に関する会議など」１７.２％、「自身の医療水準維持」
１６.５％などの順だった。
　「開業してからのほうが負担になっている業務」
（同）については全体の５２.２％が「レセプトの作成、
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チェック」を挙げており、最も多い割合を占めた。
「自身の医療水準の維持」を挙げたのは４９.５％で、開
業医の負担業務としては２番目に多かった。そのほ
か「レセプト以外の書類作成」３８.３％、「時間的拘束」
２８.５％などが挙がった。
　勤務医や研究者時代と比べて、開業後のストレス
の程度を聞いたところ、「かなり強くなった」が
２７.７％、「やや強くなった」が２６.７％、「同じくらい」
が１７.８％だった。「弱くなった」としたのは、全体の
２２.２％だった。（１０/１MEDIFAXより）

事故報告の規定「なし」はゼロ／医学部長病
院長会議が調査
　全国医学部長病院長会議の「大学病院の医療事故
対策に関する委員会」（委員長＝嘉山孝正・山形大医
学部長）は９月３０日、全国の国公私立大学医学部付
属病院を対象に実施した「医療事故調査体制に関す
るアンケート」の結果を発表した。医療事故が起き
たと考えられる場合の対応として、８割を超える病
院が管理者などに連絡することを義務付けているこ
となどが分かった。会見で嘉山委員長は「各大学病
院内で医療事故に関する一定のガバナンスができて
いる」との見方を示した。
　調査は、全国の国公私立大学医学部付属病院を対
象に、４月２２日から５月１８日まで実施した。８０病院
に調査票を送り、すべての病院から回答を得た。
　医療事故が起きたと考えられる場合の病院内の事
故報告に関する規定について、全体の８５.０％が「管
理者（病院長）およびリスクマネジャーに連絡する
義務がある」と回答した。大学の種類別に見ると、
国立大学病院が７９.１％、公立大学病院が８７.５％、私立
大学病院が９３.１％だった。「事例によって異なる」と
回答した病院は全体の５.０％、「規定がない」はゼロ、
「その他」１０.０％だった。
　医療事故が起きたと考えられる場合、管理者など
へ報告する期限については、すべての病院が「決ま
っている」と回答した。管理者に事例が報告された
場合、事故調査委員会を立ち上げる基準についても、
すべての病院が「ある」とした。医療事故調査の際
に医療事故に直接関与した者から聞き取り調査を行
っているかどうか聞いたところ、すべての病院が行
っており、文章化した調査結果を本人に公表してい
るとした。（１０/１MEDIFAXより）

 

混合診療禁止の適法性認める／東京高裁で２
審判決
　保険診療と自費診療を併用する混合診療を受けた
際、保険診療部分についても全額自己負担となるの
は違憲だとして、神奈川県藤沢市の男性が国に対し
「療養の給付」を受ける権利の確認を求めた訴訟の控
訴審判決が９月２９日、東京高裁であった。大谷禎男
裁判長は、自費診療と保険診療の併用を容認し男性
の受給の権利を認めた１審判決を取り消し、男性側
の請求を棄却した。男性側は上告する意向を示した。
　男性は腎臓がん治療のため神奈川県立がんセンタ
ーで保険給付の対象となっている「インターフェロ
ン療法」を受けていたが、主治医から保険給付外の
「活性化自己リンパ球移入療法」（ＬＡＫ治療）の併
用を提案され、２００１年９月から２つの治療を受けて
いた。訴状では、混合診療の禁止に法的な裏付けが
ないと主張し、「法律の根拠のない混合診療禁止制度
による健康保険受給権の停止・制限は憲法に違反す
る」としていた。東京地裁の１審判決（０７年１１月）
では「保険診療と自費診療を一体と見て保険診療部
分も全額自己負担となる根拠は、健康保険法では見
出しがたいといわざるを得ない」などとして、男性
の受給権を認めていた。国は１審判決を不服として
控訴していた。
　争点となった混合診療禁止の法的根拠について大
谷裁判長は、保険外併用療養費制度（旧特定療養費
制度）を導入した現行法制下でも、先進医療など一
定の条件下の混合診療は限定的に保険給付を認めて
おり、これ以外の混合診療は給付対象とならないと
する国側の主張を支持。違憲性については「保険に
より提供する医療について、財源面からの制約や、
提供する医療の質（安全性、有効性等）の確保等の
観点から、範囲を限定することはやむを得ず、相当
なものといわざるを得ない」とし、男性の主張を退
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けた。
　東京・霞ケ関の司法記者クラブで会見した男性は
「判決には失望した。最高裁に上告して戦おうと思
う」と上告する意向を示すとともに、「司法では解決
は困難。政権も変わったし、立法的、行政的手法も
考えていきたい」と述べた。
　一方、長妻昭厚生労働相は「現時点では、判決の
具体的内容を十分把握したものではないが、国のこ
れまでの主張が認められたものと考えている」との
談話を発表した。
　判決を受けて、保団連は９月２９日、有効性、安全
性が確立された新しい医療技術・医薬品の速やかな
保険適用が必要とする談話を発表した。
　談話の中で、原告男性の保険受給権を認めた１審
判決でも「混合診療そのものの解禁を認めたもので
はなかった」との見解を示した。安全性や公平性を
考慮すれば「必要な医療は保険診療で」の原則を堅
持した上で、保険適用の迅速化によって患者負担を
軽減し受療権を保障することが必要とし、「引き続き
保険給付範囲の拡大と審査承認期間の短縮に向けて
全力を挙げる」とした。（９/３０MEDIFAXより）

国がオンライン請求のメリット強調／大阪訴
訟口頭弁論
　レセプトオンライン請求義務化の撤回を求める大
阪訴訟の第２回口頭弁論が９月２５日、大阪地裁で開
かれた。大阪訴訟の原告団は１次提訴、２次提訴合
わせて４４９人。第１回口頭弁論は７月１０日に開かれて
おり、２回目のこの日は、１回目の原告側の陳述に
対して、被告側の国が第１次準備書面に基づいて陳
述し、全面的に争う姿勢を明確に示した。国は、原
告団の一部に勤務医が含まれていることを争点とし
た。
　このほか国は、義務化を厚生労働省令で定めた妥
当性や、診療報酬請求件数が少数の医療機関の除外
規定を設けたことなどを指摘し、義務化政策の法的
妥当性を強調。オンライン請求によって見込まれる
効果として①診療報酬改定の迅速・正確な政策議論
が可能となる②医療費などに関する正確なエビデン
スに基づいた詳細な分析（地域の患者・疾患の実態
把握、生活習慣病の発症・重症化の防止効果などの
把握など）③被保険者の資格確認などの迅速な把握
④医療機関・薬局の負担軽減（情報漏洩リスクの軽
減、形式的エラーの場合の支払い遅滞の解消）⑤保
険者の点検業務の効率化⑥被保険者の健康管理の活

用―などを主張し、原告に対し、法的利益の侵害に
ついて個々に明示するよう求めた。
　原告側はこの日、義務化撤回を求める森口英世・
富田林医師会長の意見書を提出したほか、原告の１
人である歯科開業医（大阪市）が意見陳述した。富
田林医師会は９月１７日に、２万を超える署名を大阪
地裁に提出している。
　原告団はこの日の弁論の後に開いた報告集会で、
国が挙げたオンライン請求による効果について「具
体性がなく根拠に欠ける」として争う方向を確認し
た。原告の弁護団は「疫学的エビデンスなどは医療
関係者たる専門家の意見が必要」として、原告側で
対応を協議していく方針も示した。
　また、原告に勤務医が含まれている点については
「保険医であることに変わりはないものの、（反訴材
料の）検討はしたい」とした。
　原告側は「省令」で義務化を決めたことを違憲と
して争っている。原告の弁護団は「このような大事
な政策決定の前に、その効果、影響評価などをシミ
ュレーションした形跡がなく、反論材料は最近にな
って明らかにされた」として、原告側の主張の妥当
性を強調していく方針も示した。
　集会の参加者からは、政権交代によって民主党の
厚生労働大臣に代わったことへの期待感から、今後
の情勢を注視する必要があるとの声もあった。
　第３回口頭弁論は１２月４日に開かれ、原告側が国
の陳述に対する反対陳述を行う予定。
（９/２８MEDIFAXより）

出産一時金の直接支払い「資金繰りに支障」
／保団連が改善要望
　保団連は９月１５日、出産育児一時金等の直接支払
制度についての緊急是正要望書を舛添要一厚生労働
相に提出した。直接支払制度によって出産育児一時
金が医療機関に入金されるのが２カ月ほど遅れるこ
とで、医業経営上、資金繰りに大きな支障を来すと
指摘。診療翌月払いも含め、早急に支払いを行うよ
う要望した。
　一時的な資金不足への福祉医療機構の融資につい
ては▽本来無用な利息の支払いを強いられる▽１０００
万円以上の融資では不動産担保が必要▽申し込み
後、実行までに２カ月を要する可能性がある－など
の問題があるとし、対応を求めた。さらに「直接支
払制度の実施は、医療機関にとって本来不要な融資
を強いられる」とし、融資を受ける産科医療機関へ
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の利子補給を国の責任で行うべきとした。
　入院時に「保険証」を確認することに関しては、
資格喪失など保険証に間違いがある場合は支払われ
ない恐れがあるとした。さらに、国保加入者で保険
料の滞納がある場合、医療機関への支払いの前に滞
納分が精算され、差し引かれる危険があると指摘し
た。（９/１６MEDIFAXより）

残業代不払い、パワハラ…／医師の電話相談
で訴え
　個人加盟の医師らでつくる「全国医師ユニオン」
（東京）が９月２７日、勤務医らを対象に電話相談を実
施、２９件の相談があった。
　内訳は長時間労働１２件、当直問題７件、残業代の
不払い６件など。
　研修医の親から「１日１５－２０時間労働で残業代も
出ず、月収は約１７万円。上司からパワーハラスメン
トも受け、本人は『医師にならなければよかった』
と言っている」との訴えのほか、大学院生から「大
学病院で診療しているが無報酬。労働として認めら
れないのか」といった相談があった。
　家族からは７件あり、ユニオンは「自らは声を出
せないまま、過酷な労働環境に耐えかねて辞めてい
った医師も多いのではないか」としている。
【共同】（９/２９MEDIFAXより）
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資料1

第3次勧告
～自治立法権の拡大による「地方政府」の実現へ～ （抜粋）

　内閣府の地方分権改革推進委員会の第３次勧告。本勧告では、２００８年１２月８日の第２次勧告による、従来国が地方自治体
に対して行ってきた「義務付け」や手続き・基準に関する「枠付け」を見直し方針を受け、その具体的項目を示した。別表
１では、病院の施設・人員基準をはじめ、医療・福祉に関する「基準」を軒並み「廃止又は条例委任」することが勧告され
ている。また、勧告内容について「勧告が最大限実現されるよう、内閣を挙げて速やかに取り組む」との総理大臣談話も付
されている。今回の勧告は、国の医療等の社会保障に対する責任を地方自治体に移し、「小さな政府」を志向する従来の構
造改革路線上の「地方分権改革」を踏襲するものと言える。

■ 地方分権改革推進委員会　２００９年１０月７日 ■
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２００９年度　第８回　２００９年９月２９日
【特別討議】
１．近畿厚生局移管後の指導、監査について
△担当＝保険部会：鈴木副理事長

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．今週の医療情報
２．地区担当制活動の状況
３．第２回保団連組織部会（８月30日）状況
４．新規開業未入会会員訪問（９月10日）状況
５．男の料理教室（９月12日）状況
６．新規開業未入会会員訪問（９月15日）状況

〈経営部会〉
１．保団連経営税務部事務局小委員会（９月11日）
状況

２．傷害疾病保険審査会（９月15日）状況
３．経営対策セミナー（９月17日）状況
４．金融共済委員会（９月24日）状況
５．新規開業予定者のための講習会（９月27日）

状況
６．第13回保団連共済部会（９月27日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（９月14日・15日）状況
２．法律相談室（９月17日）状況
３．医療事故案件調査委員会（９月25日）状況
４．第266回関西医事法研究会（９月26日）状況
５．医師賠償責任保険処理室会（９月28日）状況

〈政策部会〉
１．『いのちの山河～日本の青空Ⅱ』製作支援相談

会・京都第２回支援相談会議（９月８日）状況
２．第23回医療制度検討委員会（９月９日）状況
３．環境対策委員会（９月18日）状況
４．京都社保協総会（９月18日）状況
５．保団連近畿ブロック本会議（９月19日）状況
６．出版編集会議（９月24日）状況

〈保険部会〉
１．レセプトオンライン請求義務化撤回神奈川訴

訟口頭弁論及び報告集会（９月９日）状況
２．保団連医科診療報酬改善対策委員会（９月12

日）状況
３．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（９月

16日）状況
４．社会保険研究会打ち合わせ（９月17日）状況

５．京都府生活保護医療個別指導立ち会い（９月
18日）状況

６．レセプトオンライン請求義務化撤回大阪訴訟
口頭弁論及び報告集会（９月25日）状況

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（９月８日）要録と決定事項の確認
２．10月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．会員入退会及び異動に関する承認の件
４．各部会開催の件
５．正副理事長会議（９月10日）状況確認の件
６．三井住友海上主催：企業危機管理「新型イン

フルエンザ対策」セミナー出席の件
７．全国事務局長会議出席の件
８．「みなみ健康まつり」取材の件
９．保険医協会事務局福利厚生に係る舞台鑑賞実

施の件
10．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈経営部会〉
１．金融共済委員会休業補償制度規定改定の承認

の件
２．近畿税研集会への出席の件
３．共済関係実務者懇親会開催の件

〈政策部会〉
１．民主党と京都府保険医協会の懇談会（９月26

日）状況確認の件
２．「貧困をなくし、社会保障を守る『基本法』を

考えるシンポジウム」（９月27日）状況確認の
件

３．「社会保障と雇用を守るための『基本法』の必
要性について考えるシンポジウム」事後検討
会（９月27日）状況確認の件

４．福祉国家と基本法研究会出席の件
５. 本紙（第2708・2709合併号）・メディペーパー
京都/第123号（第2710号）合評の件

〈保険部会〉
１．保団連2010年度診療報酬改定に係る厚生労働
省交渉出席の件

２．第24回保団連医療研究集会への出席の件
　　《以上２０件の議事について承認》
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２００９年度　第９回　２００９年１０月１３日
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．保団連財政担当事務局実務研修会（９月28日）
状況

４．三井住友海上主催「企業に求められる新型イ
ンフルエンザ対策セミナー」（10月２日）状況

５．地区担当制活動の状況
６．医療機関側との懇談（10月７日）状況

〈政策部会〉
１．保団連08～09年度第20回理事会（９月13日）
状況

２．保団連近畿ブロック公害環境担当者会議（10
月３日）状況

３．『いのちの山河～日本の青空Ⅱ』製作支援相談
会・京都第３回支援相談会議（10月６日）状況

〈保険部会〉
１．保団連社保・審査対策部会（９月27日）状況
２．京都府生活保護医療個別指導立ち会い（10月

７日）状況
３．保団連第４回診療報酬オンライン請求問題プ

ロジェクトチーム会議（10月８日）状況
【部会報告】
１．各部会状況と決定事項確認の件
（10月６日開催）

〈総務部会〉
①2009年度地区懇談会開催確認
②コミュニケーション委員会で出された課題整理
③アミス：第14期決算監査開催確認
④理事者血液検査実施確認
⑤忘年会・新年会開催確認
⑥2009年度８月分収支状況確認
⑦９月度会員増減状況確認
⑧新規開業医のための基礎講習会開催確認
⑨文化ハイキング申込状況
⑩第６回文化講座企画確認
⑪地区・専門医会会報等の収集及び回覧

〈経営部会〉
①2009年度地区懇談会開催確認
②部会懇親会開催確認
③融資・休補・年金・医賠・遺族保障制度の当面
の課題検討

④10月度代議員アンケートの検討

⑤11月度理事会特別討議の検討
⑥消費税署名集約状況
⑦「まるごと保険医協会」への出席確認
⑧住宅用火災報知器の斡旋状況
⑨ソフトバンクからの会員向けサービス実施確認
⑩スケジュール確認

〈医療安全対策部会〉
①2009年９月度状況及び2009年度中間報告
②全国における医事紛争状況を報告
③新規開業未入会者対策の検討
④2009年度地区懇談会開催確認
⑤関西医事法研究会からの要請検討
⑥新旧理事者懇親会の開催確認
⑦新規開業医のための基礎講習会への出席確認
⑧新企画事業検討
⑨東京保険医協会からの保険医新聞掲載記事（執
筆：莇弁護士）の転載要請検討
⑩「医事紛争事例集」等の販売状況

〈政策部会〉
①10月の主な部会スケジュールの確認
②「貧困をなくし、社会保障を守る『基本法』を
考えるシンポジウム」状況と今後の取り組み検
討

③民主党との懇談会状況及び今後の政党への働き
かけ検討

④医療制度検討委員会「提言」作成検討
⑤地区担当制を活用した聞き取り活動の状況
⑥オンライン請求義務化中止に向けた取り組み及
び今後の検討

⑦福祉国家イメージの充実を目的にした講演会企
画検討

⑧医療連携構築のための情報交換誌の創刊
⑨開業医同士の連携システムの構築検討
⑩窓口負担軽減対策
⑪京都社保協：自治体キャラバンを実施及び事務
局参加を確認

⑫保団連近畿ブロック：民主党医療政策 担当者
との懇談開催検討

⑬新聞・新春号企画検討
⑭エコキャップ運動状況
⑮反核・平和の取り組み状況
⑯映画『いのちの山河～日本の青空Ⅱ～』製作支
援状況

⑰保団連近畿ブロック公害担当者会議開催検討
⑱第24回保団連医療研参加確認
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⑲メディパック・代議員アンケートの発送確認
⑳ポリオワクチン問題についての朝日新聞取材対
応確認

〈保険部会〉（10月２日開催）
①2009年度地区懇談会開催確認
②リハビリ及びリハビリ施設対策の検討
③『京都保険医新聞』「主張」「理事提言・広場」
欄の内容確認
④2010年診療報酬改定の動向、厚労省交渉の日程、
保団連出版物の編集協力確認

⑤新点数検討会（第１次～第３次）開催確認
⑥医療ＩＴ化問題検討会の開催確認
⑦厚生労働大臣との懇談を要請確認
⑧義務化撤回運動の取り組み状況
⑨混合診療禁止原則の「運用は妥当」とした東京
高裁判決に関する談話準備

⑩レセプトの点検申込状況
⑪京都府薬剤師会との懇談会開催確認
⑫『公費負担医療等の手引』の発行、説明会開催
確認

⑬指導に関する相談状況
⑭保団連審査、指導、監査対策担当者会議出席確認
⑮開示請求の確認
⑯適時調査事前・事後相談状況
⑰医事担当者連絡会議開催確認
⑱グリーンペーパー８月号からの「ミニエッセイ
リレー」状況

⑲医事担当者向け講習会開催確認
⑳一般病棟入院中の患者の他医療機関受診に関す
る実態調査等の取り組み状況

嬰障害者施設等入院基本料等からの脳卒中後遺症
及び認知症患者対象除外の取り組み状況
影第630回・631回社会保険研究会開催確認及び今
後の企画検討

映外科診療内容向上会開催確認
【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（９月29日）要録と決定事項の確認
２．第５回正副理事長会議（10月８日）状況確認

の件
３．2009年度８月分収支状況確認
４．理事者血液検査実施の件
５．９月度会員増減状況
６．会員入退会及び異動に関する承認の件
７．コミュニケーション委員会（10月３日）状況

確認の件
８．会費免除申請の件
９．新規開業未入会会員訪問実施の件
10．新規開業会員訪問実施の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件

〈政策部会〉
１．保団連08～09年度第20回理事会（10月４日）
状況確認の件

２．第１回奈良のつどい実行委員会（第４回反核
医師近畿懇談会）への出席の件

３．本紙（第2711・2712合併号）合評の件
〈保険部会〉
１．2009年７月度～９月度基金合同審査会状況確
認の件

２．2009年９月度国保合同審査委員会（９月24日）
状況確認の件

３．保険審査通信検討委員会（10月２日）状況確
認の件

４．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会
との懇談会議開催の件

５．請求省令の改正案等に対する協会のパブリッ
クコメント提出及び会員へ提出を訴える件

６．レセプト情報等の利用及び提供に関する指針
（案）に対する協会のパブリックコメント提出
の件

　《以上２１件の議事について承認》
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11月のレセプト受取・締切
12日㈭

労
災

10日㈫9日㈪
基金
国保 ◎◎○

※○は受付窓口設置日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時です。



協

会

だ

よ

り

京都保険医新聞２００９年（平成２１年）１０月２６日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７１４号

３５第１２４号

　今回は、歴史シリーズ第３弾としまして「室町時代」について
講座を行います。ぜひ、ご家族・従事者の方もご参加下さい。

　日　時　１１月３日（火・祝） 午後２時～４時
　場　所　臨済宗相国寺（上京区今出川通烏丸東入）
　講　師　臨済宗相国寺派宗務総長　江上 泰山 氏
　定　員　３０人（※要申込　家族・従事者の方もご参加下さい）
　参加費　無料
　講演要旨
　日本史のなかでも「室町期」の２００年ほど、乱れに乱れて、しかも豊穣な文化を産んだ時代はないと
いっても過言ではない。
　それは南北朝の戦乱の中に生まれて、やがて戦国の業火の中に滅んだが、足利幕府は文字通り、乱
世の波に揉まれた政権であった。
　政治的な動乱が社会の様々な階層をかきまわし、少なくとも日本文化の伝統の半ば近くを創造した
こともまた皮肉な事実であろう。
　農民も武士も新興商人も自らの生活感情を主張しながら、階層の上下を超えた交流は日本文化の大
きな特色であるが、乱世は、この交流をいやがうえにも沸騰させる役割を担った。この意味において
足利家が京都に幕府を開いたことは、実に計り知れない幸運であったと言わなければならない。

第6回文化講座 ～歴史シリーズ第3弾～

　今、広島から京都へ、京都から日本へ、そして世界へ。
　核兵器のない世界を求める人々の声を背に、平和市長会議の会長とし
て、世界を駆け回っておられる、秋葉忠利広島市長の講演会が実現しま
した。２０１０年のNPT（核不拡散条約）再検討会議に向け「核兵器のない
世界」への確実な歩みを達成すべく、全世界的な声と運動の輪が大きく
広がりつつあります。この流れをさらに強め、核兵器のない世界の実現
に向け、地域から大きな連帯の輪をつくりましょう。

　日　時　１１月２５日（水）午後６時３０分～
　場　所　京都産業会館８階 シルクホール
　　　　　（下京区四条通室町東入　緯０７５崖２１１崖８３４１）
　主　催　「核兵器のない世界」を求めて・秋葉忠利広島
　　　　　市長講演会実行委員会

参加無料
申し込み不要

秋葉 忠利氏
広島市長・平和市長会議会長
１９４２年東京生まれ、１９７０年マ
サチューセッツ工科大大学院
博士課程修了。タフツ大学准
教授、衆議院議員等歴任、
１９９９年より広島市長

秋葉忠利広島市長講演会「核兵器のない世界」 を求めて
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　京都府保険医協会では、会員および家族・従業員の方を対象に『クリスマスリース』作り（直径３０
㎝程度）を企画しました。杉・樅などフレッシュグリーンを用いて、自然な色合いや香り、季節感な
どをお楽しみいただけます。
　クリスマス後は、引き続きお正月用の飾りつけとしてご利用いただけるようパーツ等をご用意いた
します。お申し込みは、文化担当まで。
　先着２０人とさせていただきます。皆様のご参加お待ちしています。

　日　時　１２月１０日（木）午後２時～４時３０分
　場　所　京都府医師会館305号室

　講　師　上田 二三恵 氏（フラワーショップカドマガタア代表）
　　　　　フラワーコーディネーター・日本フラワーデザイナー協会会員
　参加費　４,０００円　　
　共　催　有限会社アミス

　日　時　11月29日（日）午前９時～午後３時（予定）〈約１０㎞〉
　　※当日の天気予報の降水確率が６０％以上の場合は中止
　集　合　ＪＲ保津峡駅改札口　午前９時
　行　程　保津峡駅－トロッコ保津峡駅－落合－清滝－愛宕念仏寺（五百羅漢）－愛宕一の鳥居（平

野屋）－化野念仏寺－鳥居本八幡宮－直指庵－大覚寺（大沢池）－広沢池－印空寺－文徳
天皇田邑陵－京福北野線・鳴滝駅（途中離脱自由）

　今回は、昨年多くの参加希望者がありながら、雨天のため中止としたコースのリベンジを行います
（実は昨年は、先ごろ出版した『京のてくてく環境散歩』取材のために、小雨の中を関係者のみで歩き
ました。お持ちの方はご持参下さい）。コースは、色気を
出して途中の嵯峨天皇陵（行程外）に登らなければ（昨
年は登りました…）アップダウンはわずかであり、運動
不足の方も十分完歩できる程度です。清滝以降はどこか
らでも公共交通機関によるエスケープができます。多数
のご参加をお待ちしています。のんびりと錦秋の保津峡
～奥嵯峨を巡って行きましょう。
　参加費　無料（交通費自弁）昼食・飲物・雨具などは

各自ご用意下さい
　共　催　京都府保険医協会　京都府歯科保険医協会

秋 の  環境ハイキング
錦秋の保津峡より奥嵯峨を巡る

文　化
講習会 「クリスマスリースを作ろう」
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11月の相談室
担当＝竹内建築士１１月１１日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）１１月１９日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝江頭弁護士１１月１９日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士１１月１９日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝山口税理士１１月２５日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。

地区医師会とのとの懇談会のの案内
伏見医師会館午後２時３０分伏見医師会との懇談会２００９年１１月２日（月）

府医師会館午後２時３０分中京東部・中京西部医師会との懇談会　　　１１月４日（水）

ホテル日航プリンセス京都午後２時下京東部医師会との懇談会　　　１１月５日（木）

京都ブライトンホテル北医師会との懇談会　　　　　　昼食会：午後１時３０分　　　　　　　　　　　　　　　懇談会：午後２時３０分　　　１１月１１日（水）

京都ブライトンホテル午後２時３０分上京東部・西陣医師会との懇談会　　　１１月１９日（木）

乙訓休日応急診療所３Ｆ会議室午後２時３０分乙訓医師会との懇談会　　　１２月１４日（月）

ウェスティン都ホテル京都午後２時３０分左京医師会との懇談会２０１０年１月９日（土）

うじ安心館３Ｆ午後２時３０分宇治久世医師会との懇談会　　　１月１３日（水）

府医師会館４０４～４０６午後２時３０分下京西部医師会との懇談会　　　２月４日（木）

福知山保健福祉センター綾部・福知山医師会との懇談会　懇談会：午後４時　　　　　　　　　　　　　　　懇親会：午後６時　　　２月６日（土）

ガレリアかめおか２Ｆ大広間午後２時３０分亀岡市・船井医師会との懇談会　　　２月１３日（土）

京都エミナース午後２時３０分西京医師会との懇談会　　　２月１７日（水）

山科医師会診療センター午後２時３０分山科医師会との懇談会　　　２月１８日（木）

みやづ歴史の館３Ｆ小会議室未定与謝・北丹医師会との懇談会　　　２月２７日（土）

ホテルフジタ奈良相楽医師会との懇談会　　　　　懇談会：午後４時３０分　　　　　　　　　　　　　　　懇親会：午後６時３０分　　　３月６日（土）



京都保険医新聞２００９年（平成２１年）１０月２６日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７１４号

第１２４号３８

�

 
 


